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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,721,032 1,681,166 1,669,869 17,210 16,812 16,699 17,249 17,829 18,402

17,171 17,214 17,280 5,497 5,700 5,867 27,483 27,735 28,101

100.2 97.7 96.6 3.13 2.95 2.85 62.8 64.3 65.5

211.0 215.9 215.3 4.07 4.09 3.86 59.5 60.7 61.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
13,917 13,416 13,231 598 765 752 482,899 518,881 516,007

17,210 16,812 16,699 14,901 14,580 14,387 17,171 17,214 17,280

80.9 79.8 79.2 4.0 5.2 5.2 28.1 30.1 29.9

72.9 73.8 74.1 15.5 15.0 14.7 41.9 44.9 44.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
329,321 339,611 346,805 332 △ 143 173 177 187 174

17,171 17,214 17,280 △ 372 △ 100 △ 238 5,052 5,457 5,334

19.2 19.7 20.1 △ 40 △ 243 △ 65 3.5 3.4 3.3

57.2 59.2 55.7 160.7 152.5 243.5 5.0 5.1 5.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

受益者負担割合は類似団体平均を下回っており、行政サービス
に対する直接的な負担の割合は比較的低くなっている。
また、財源（税収等）が行政コストを下回っているため、使用料
や手数料の見直しを検討することにより、受益者負担の適正化
に努める必要がある。

４．負債の状況

住民一人当たり負債額は、類似団体平均を大幅に下回っている
ため、町債発行額が少なく、町債の償還等に要する財政負担も
軽い状態と言える。
今後、大規模事業が予定されているが、新規に発行する地方債
の抑制に努める。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均を下回っている。
社会保障給付は増加傾向にあり、今後も高齢化の進展などによ
り、この傾向が続くことが見込まれるため、事業の見直しや介護
予防の推進等により、経費の抑制に努める。

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

純資産比率は、類似団体平均を上回っており、将来世代負担比
率については、類似団体平均を下回っている。これまで、現役世
代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したと言え
る。新規に発行する地方債の抑制を行うことにより、将来世代の
負担減少に努める。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

住民一人当たり資産額については、類似団体平均を下回ってい
るが、有形固定資産減価償却率は類似団体平均を上回ってい
る。これは、町の所有する施設の老朽化が進んでいるということ
が考えられる。今後は、公共施設等総合管理計画に基づき、施
設の適正管理に努める。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値
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平成30年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
2,591,585 2,568,103 2,565,534 25,916 25,681 25,655 12,896 13,860 14,333

17,273 17,460 17,744 5,678 5,931 6,251 26,832 23,648 23,678

150.0 147.1 144.6 4.56 4.33 4.10 48.1 58.6 60.5

211.0 215.9 215.3 4.07 4.09 3.86 59.5 60.7 61.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
19,463 19,430 19,454 2,218 2,163 2,273 486,756 476,688 491,974

25,916 25,681 25,655 24,545 23,770 23,813 17,273 17,460 17,744

75.1 75.7 75.8 9.0 9.1 9.5 28.2 27.3 27.7

72.9 73.8 74.1 15.5 15.0 14.7 41.9 44.9 44.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
645,313 625,069 620,138 568 873 584 197 227 197

17,273 17,460 17,744 △ 160 △ 185 △ 536 5,063 4,994 5,117

37.4 35.8 34.9 408 688 48 3.9 4.5 3.8

57.2 59.2 55.7 160.7 152.5 243.5 5.0 5.1 5.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

分析欄：

１．資産の状況

住民一人当たり資産額は、類似団体平均を下回っているが、保
有する施設数が少ないことが原因と考える。重複してる施設が
ないことから、統廃合できる施設が少ないため、施設の維持管
理の財源を計画的な基金の積み立て等により手当し、将来負担
に備える必要がある。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

将来世代負担比率は、類似団体平均を下回っている。これは、
新庁舎の建設等を控え、臨時財政対策債以外の町債の発行を
抑制してきたことによる。しかし、平成29年度から庁舎建設事業
に着手し、令和元年度は事業費が大きくなることから来年度以
降将来世代負担比率は悪化すると想定している。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均を下回っている。こ
れは、人口は増加を続けている中で指定管理者制度の活用な
どにより人件費を抑制してきたことによるものと考えられる。今
後は人件費や維持補修などの物件費も増えることにより、純行
政コストが高くなることが想定されるため、引き続き経費削減に
努める。

受益者負担比率は類似団体平均を下回っている。行政サービ
スに対する直接的な負担割合は比較的低くなっている。施設の
利用率を上げることや公共施設の使用料の見直しなどについて
検討していく必要がある。

４．負債の状況

住民一人当たり負債額は類似団体平均を下回っている。これ
は、新庁舎の建設等を控え、臨時財政対策債以外の町債の発
行を抑制してきたことによる。しかし、平成29年度から庁舎建設
事業に着手し、令和元年度は事業費が大きくなることから来年
度以降将来世代負担比率は悪化すると想定している。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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